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平成 29 年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

「労働生産性の向上に寄与する健康増進手法の開発に関する研究」 

分担研究報告書 

専門職の意見調査に基づく対策優先順位の検討ならびに生産性向上と 

健康増進の両立を可能にする 1)メンタルヘルス対策（１次予防）と 

2)腰痛対策（腰痛予防）のガイドライン【案】の作成 

分担研究者 梶木繁之 産業医科大学産業生態科学研究所産業保健経営学・非常勤講師 

 

研究要旨 

 本研究は、労働生産性について多面的な測定手法を確立し、生産性の向上と健康の増進

の双方に寄与する介入手法について，主要な職種・業種ごとのガイドラインを開発するこ

とである。ガイドラインの開発にあたり本年度は情報通信産業と医療機関（特に看護職）

の産業保健スタッフや人事労務担当者など労働者の健康課題に精通されている方々のイン

タビュー調査を行った。企業（事業場）毎に 1~2 時間のフォーカスグループインタビュー

形式とし、インタビュー内容を録音して書き起こしたのち、記載内容を対象者に確認する

ことで発言の正確性を確保した。 

その後、昨年度の結果と合わせて「生産性向上と健康増進の両立を可能にする 1)メンタ

ルヘルス対策（１次予防）と 2)腰痛対策（腰痛予防）のガイドライン【案】」の作成を行っ

た。作成は、主任研究者（島津）および分担研究者（中田）とともに、2017 年 5 月、11 月、

2018 年 1 月の３回にわたり各回 2−３時間をかけて、ガイドラインの構成や記載内容につい

て話し合いを行った。 

 インタビュー調査の結果、情報通信産業と医療機関（看護職）のいずれも、最も労働生

産性に寄与している健康課題はメンタルヘルス不調であった（昨年度の結果と同様）。 

情報通信産業のうち、特にシステムエンジニアにはメンタルヘルス不調者が多い傾向が

見られた。その背景には、客先での勤務である、仕様要件が曖昧で納期のみが決まってい

る、納期直前での依頼業務が多い、駐在が多い、仕事が俗人化しており一人に仕事が集中

してしまっている、といった業種特異的な要因が存在した。また、会社全体のメンタルヘ

ルス不調者のおよそ８割以上をシステムエンジニが占めている、といったコメントも得ら

れた。メンタルヘルス不調者は、以前は 20 代が多かったが、最近は各年代で満遍なく発生

しており、一番多いのは、30 代で 1.05％、40 代が 0.9%、50 代が 0.8%であった。一番負

荷がかかっているのは、30−40 代の中間管理職であった。 

 看護職は、労働時間が長い、患者さんのニーズに合わせるため予定通りの業務ができな

い、看護師の裁量がない、責任が重く緊張感が絶えず続くため過労が多い、体位変換など

も夜勤は２人で対応することがあり腰痛が発生しやすい、仕事の負担が腰痛の要因になっ

ている可能性がある、などの要因が抽出された。 

 また以前からメンタルヘルス対策をマネジメントシステムを用いて展開してきた職場で
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は、新人に対して早目の対応が浸透して来た（2 次予防が充実して来た）、復職支援もきっ

ちり出来るようになって来た、マネジメントシステムの一環として看護職用の復職支援プ

ログラム（手順）が導入された、現在は無理をしての復職はなくなった、といった改善が

見られた。 

一方ここ数年は、職場の理由ではなく家庭や自分の私的問題（職務遂行能力不足など）

が原因で不調になる人が増えている印象がある、以前は職場になれずに体調を崩す入職 3

年目までの若手が多かったが最近では勤務歴10−20年の人が増えている、親の介護や子供、

配偶者のことで悩んでいる人が増えている、夫婦で疾病を抱えている方が増えているとい

ったメンタルヘルスに関連する新たな課題に直面している場合もあることが判明した。 

今回の調査により、情報通信業と医療機関（特に看護職）におけるメンタルヘルス不調

者ならびに腰痛対策への専門職を通じたニーズの概要が明らかとなった。情報通信業では

以前よりメンタルヘルス対策を組織的に展開しており、新しい施策への要望は大きくなか

った。 

医療機関（看護職）では、「メンタルヘルス対策の具体的なアイデア」として、看護師長、

主任などの管理職に対するケア（アクティブリスニング、傾聴など）から始めると良い、

リエゾンナースなど（自分の職場ではない、口の固い）相談できるナースを配置するとい

った施策のアイデアが提案された。「腰痛対策の具体的なアイデア」として、人員を増やす、

夜勤専従の看護師を増やす、電子カルテ（ノート PC）の高さが変更できるようにする、ス

トレッチを職場の業務として実施する、毎週定期的な曜日を決めてレクレーションなどの

機会を促すなどの意見が出された。職場で取り組みを展開する場合、「毎週１回 15 分に限

る、効果を実感しやすいものをまずは実施する、業務時間内の業務命令でプログラムを展

開する（トップダウン）、看護部が毎年立案する年度のメンタルヘルス研修の中に企画を盛

り込む」、などの組織運営や指示命令系統にも働きかけることがメンタルヘルスと腰痛対策

を進める際の重要な要素となることが判明した。 

上記の専門職、並びに産業保健スタッフの意見を踏まえ、「生産性向上と健康増進の両立

を可能にする 1)メンタルヘルス対策（１次予防）と 2)腰痛対策（腰痛予防）のガイドライ

ン【案】を作成した。次年度はこれらのガイドライン【案】を参考にした介入プログラム

を展開し、ガイドラインを修正の上、完成させる予定である。 

 

研究協力者  

中谷淳子 教授 産業医科大学産業・地域

看護学 

大森美保 助教 産業医科大学産業・地域

看護学 

長野裕子 看護部長 産業医科大学病院 

安東睦子 看護副部長 産業医科大学病院 

細田悦子 看護師長 産業医科大学病院 

 

Ａ.研究目的 

本研究の目的は，生産性の向上と健康の

増進の双方に寄与する介入手法について，

主要な職種・業種ごとのガイドラインを開

発することである。特に労働生産性と生活
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への支障が大きい健康問題であるメンタル

ヘルスと腰痛に注目している。 

今年度は、一般にメンタルヘルスと腰痛

の愁訴が多くさらに近年、日本全体の労働

者数に占める割合が増加している 3 次産業

の中で、情報通信業と医療従事者（看護職）

の健康管理に携わった経験を有する産業保

健専門職ならびに人事労務担当部門への意

見聴取を行い，対策立案時におけるニーズ

の把握と解決策を検討するうえでの課題の

整理を行い、その結果をもとに「生産性向

上と健康増進の両立を可能にする 1)メンタ

ルヘルス対策（１次予防）と 2)腰痛対策（腰

痛予防）のガイドライン【案】」を作成する

ことを目的とした。 

 

Ｂ.研究方法 

分担研究者と主任研究者からなる研究班

を組織し、上記の目的に合致した企業（事

業場）を機縁法により列挙し、研究趣旨に

同意の得られた企業（事業場）を訪問のう

えインタビュー調査を行った。 

調査はフォーカスグループインタビュー

（FGI）の形式で行い、各企業（事業場）

1.5時間～2時間行った。分担研究者1名が事

前に準備した質問項目を用いて行った。得

られた結果から、「生産性の向上と健康増進

の双方に寄与する介入手法」への、企業（事

業場）からのニーズを明らかにするととも

に、職種・業種ごとのガイドラインを開発

する際に含める必要があると思われる項目

を整理した。 

 

質問項目 

１）企業（事業場）並びにそこで働く労働

者の属性等の特徴 

２）これまでに表出している健康課題と産

業保健スタッフ、人事労務担当部門が把握

している潜在的な健康課題や健康施策に対

するニーズ 

３）すでに社内で表出している健康課題へ

のこれまでの取り組み事例と将来的に発生

が予想される健康課題  

 

Ｃ.研究結果 

１）企業（事業場）並びにそこで働く労働

者の属性等の特徴 

【情報通信業】 

・情報システムコンサルティング、運用、

保守をワンストップで、システムの据え付

けから、運営まで行なっている。中小企業

を中心にサービスを展開している。 

・企業規模は、10,442 名（2016 年 3月）で、

5000人規模の会社が２社合併してできた会

社である 

・SE は 6000 人、営業 1000 人、カスタマー

エンジニア 1000 人、その他が 2000 人程度

である。男女比は、9:1 で、平均年齢は 42

歳程度。 

・大学、大学院卒がほとんどである。（理

系が多いが、文系もいる。6-7 割は理系） 

・システムエンジニア（SE）が多いが、ハ

ードウェア、コールセンター、システム運

用など、職種の異なる社員が在籍している。 

・SE は６割事務所、４割客先での勤務が一

般的。ただし、客先でプロジェクトがある

と、出っぱなし（客先のみでの業務）にな

る。 

・SE はフレックスが多く、コアタイムは

10-15 時である。在宅勤務を選択するもの

もおりその場合は、週 2 日（終日）会社に

出務する必要がある。裁量労働制も試行中
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である。 

・管理職の意識によって、人事管理のパタ

ーンは違う。上司の管理の方法により、部

下が上司から大事にされている、と思うか

どうかが変わる。 

・社員間のコミュニケーションは以前より、

減っているが全くないわけではない。 

・社内で働き方改革を進めており、テレワ

ークも推進している。ICT を使った仕事の

仕方を進めていく予定である。 

・仕様要件が曖昧で納期のみが決まってい

る、納期直前での依頼業務が多い、駐在が

多い、仕事が俗人化しており一人に仕事が

集中してしまっている、などの業種の特殊

性があ流。 

・客先での注文対応や叱責によりメンタル

を崩すものが多い。 

 

【医療機関（特に看護職）】 

・労働時間が長い。 

・患者さんのニーズに合わせて、予定通り

の取り組みができない。急変があるなど、

看護師の裁量がない。 

・大学病院の特徴として普段は研修医が病

棟にいるが、患者のアセスメントができな

い。主治医へのコンタクトを急かすことが

ある。 

・高度な判断や技術が問われる。 

・責任が重く、緊張感が絶えず続くため、

過労が多い。 

・体位変換なども夜勤は２人で対応するこ

とがあり、腰痛が発生しやすい。 

・仕事の負担が腰痛の要因になっている可

能性がある。 

・ベッドの高さが腰痛の原因と推測される。 

・ボディメカニクスの知識を持っていて、

仕事に応用している。 

・オムツ交換や着替えさせる過程が、緊張

する。 

・師長により雰囲気が全く異なる。 

・看護師の休憩スペースが足りないことが

ある。 

・感情労働なので、その場で言わないと、

との雰囲気がある。 

・反面教師とする人と同じことを繰り返す

人がいる。 

・仕事中にストレッチをする風土や時間、

場所がない。 

・師長が言っても職場に浸透しない文化が

ある。 

・看護師は約 800 人でうち育児休業中の者

が約 50 名程度が在籍している。 

・常勤職員（正規職員）が 760 名、そのほ

かパート職員（6−8 時間勤務）、退職後の

再雇用（5−６名）となっている。 

・育児短縮勤務者が 20名程いる。 

・交代勤務はすべて 2 交代制で、日勤が 8

時間、夜勤が 16 時間のシフトである。 

・男性看護師が 60名いる。 

・平均年齢が 33 才で、30 才以下が約半数

である。 

・新卒採用者の離職率（入職から 1 年以内

に辞める人）は 1.4%で私大平均が 7.3%、全

国平均と同程度で 4-6%（年度により変動あ

り）である。 

・経験者の離職率が 10.4%、離職年齢のピ

ークは入職後 4-5 年目である（結婚や就学、

地元に帰るなどのイベントと関連あり）。

40 代以降は辞める人が全体の 5%ぐらい。 

・毎年、80-90 名の新卒を採用している。 

・看護師さんの採用は病院独自（看護部）

で行っている。 
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・平均夜勤時間は 72時間以内／4週である

（入院基本料の条件である）。この状況は

病棟部門のみであり、ICU 等の集中治療部

門の夜勤時間は多い。 

・病床管理担当師長（副部長が担当）がお

り、来年から専従を置く予定。各病棟の状

況をみながら入院先を判断する。 

・退職する人の割合は職場環境（師長さん

による）ところが多いということはない。 

・一般の看護職のローテーションは本人の

希望に応じて行うが、師長、主任は 5〜7 年

でローテーションしている。師長が同じ部

署に 10 年いることはない。この体制により

部署間での差がでにくくなっている。（ス

タッフのローテーションは年間約 50 名程

度）） 

・特定の部署でメンタル不調者が多いとい

うことはない。採用 3 年目までの不調者は

減少傾向で、30台後半からが少し増加傾向。

（個人的要因が大きい） 

・新人に対しては、早目の対応が浸透して

来た（2次予防が充実して来た） 

・復職支援もきっちり出来るようになって

来た。マネジメントシステムの一環として、

看護職用の復職支援プログラム（手順）が

導入された。 

・現在は無理をしての復職はなくなって来

た。 

・復職者に対しては、半年以内に職場内の

他の人と同じレベルに戻ることを前提にす

べての活動を展開している。 

 

２）これまでに表出している健康課題と産

業保健スタッフ、人事労務担当部門が把握

している潜在的な健康課題や健康施策に対

するニーズ 

【情報通信業】 

・システムエンジニア（SE）はメンタル不

調者が多い。 

・社外に出ている方が、なんとなく不調者

の割合が多い。詳細な分析結果はないもの

の、メンタル不調者の８割以上が、SE であ

る。 

・メンタルヘルス不調者の罹病率は年間平

均 1.1%前後で推移している。 

・メンタル不調者は、以前は 20 代が多かっ

たが、最近は各年代で満遍なく発生してい

る。一番多いのは、30 代で 1.05％、40 代

が 0.9%、50 代が 0.8%である。一番負荷が

かかっているのは、30−40 代の中間管理職

に多い。 

・ストレス診断の結果で、ハイリスク者は

14％、そのうちの 0.3％が面談希望者であ

った。本社で 30名程度、産業医が面談をし

ている。 

・社員の 35歳以上は何らかの生活習慣病リ

スクを持っている人が多い。特にメタボが

多い。 

・社員の多くで「運動不足」、「遅い夕食」

が理由のメタボが増えている印象がある。

脂肪肝も高頻度で見られるが、アルコール

よりも食事の影響が大きいのではないかと

考えている。 

・BMI 50 以上の超肥満者もいる。また、睡

眠時無呼吸症候群（SAS）のため、CPAP 治

療を受けている社員も一定数いる。肥満は

大きな健康課題である。 

・勤務に支障がある程の腰痛は出ていない

と思われるが、統計データを取っていない

ため、詳細は不明である。 

・面談時などのやりとりから、肩こりや腰

痛を感じながら勤務している人は多い印象
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がある。 

・転倒災害も比較的多い。階段で肉離れに

なったなど。運動不足が原因ではないかと

考えられる。 

【医療機関（看護職）】 

・ここ数年は、職場の理由ではなく家庭や

自分の私的問題（職務遂行能力不足など）

が原因でメンタルヘルス不調になる人が増

えている。 

・以前は職場になれずに体調を崩す入職 3

年目までの若手が多かったが、最近では勤

務歴 10−20 年の人が増えている。 

・本人たちとの面接の中でわかって来たこ

とは、親の介護や子供、配偶者のことで悩

んでいる人が増えている。夫婦で疾病を抱

えている方が増えている印象あり。 

・初年度の手厚いサポートが無くなった、

２年目、３年目にすこしメンタルヘルス不

調者になるものが居る印象あり。 

・職場だけでの介入で、職場内のみならず、

家庭でのコミュニケーションも活性化する

方法があれば知りたい。 

 

３）すでに社内で表出している健康課題へ

のこれまでの取り組み事例と将来的に発生

が予想される健康課題 

【情報通信業】 

① 保健師による支援の強化 

・保健師のサポートが手厚く、産業医の支

援やコメントが有効に機能していると思わ

れる。 

・メンタルヘルスに関しては、ラインケア

とセルフケアを 2011 年ごろより強化して

いる。 

・保健師の存在が社内で知られるようにな

ったことが１つの要因ではないか。 

・一度体調不良の部下を持ったことのある

上司（保健師や産業医との連携を持った者）

は、２件目以降の部下の体調不良が疑われ

る際に、早く連絡してくれるようになった。 

 

② 健康経営の強化（メタボ対策含む） 

・本年度、健康経営指標である、ホワイト

500 の取得を目指している。 

・メタボが多いので、中期的にこれらの比

率を減らす取り組みを考えている。 

・健保主体で「ダイエットプログラム」も

展開している。管理栄養士さんとの面談か

ら始まるもので、3ヶ月程度の介入と、3ヶ

月のフォローアップとなっている。 

・働き方改革の一環で、昨年度の総労働時

間を 2000 時間以内に収めた。前年度より平

均約 40 時間程度減少した。 

・健保が主導している、「ダイエットプロ

グラム」では、ポイント制度を導入してい

る。似たような仕組みを構築してメタボ対

策の改善をしていきたい。 

 

③ メンタルヘルス対策 

・以前は 9時にラジオ体操、15時にストレ

ッチをしていた。現在は、朝のラジオ体操

は行なっているが、15 時のストレッチはあ

まり行われておらず、音楽を流しているの

み。 

・メンタルヘルス対策は保健師の存在が浸

透したこともあり、以前よりも早期の対応

が可能になっている。しかし全体平均を、

今よりも低い 0.8%以下にしたいと考えてい

る。 

・社員の集中力や生産性を高められる方法

を探している。 

・ストレスチェックの結果（集団結果）の
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フィードバックを上司に行っている（仕事

量・質、コントール、同僚・上司の支援） 

 

④ 健康課題へのニーズと対応の可能性 

・簡易な腰痛対策の実施にあたっては、協

力できるかもしれない。 

・社内でのトライアルへの協力は検討した

い。また、介入の効果を検証するためのア

ンケートも可能である。昨年度に実績あり

（メンタルヘルスの復職支援関連）。 

 

【医療機関（看護職）】 

① メンタルヘルス対策の具体的なアイ

デア 

・看護師長、主任などの管理職に対する

ケア（アクティブリスニング、傾聴など）

を行う。 

・正しい知識の普及や啓発（こうなった

ら危ない：体調、こういう環境が危ない：

職場の雰囲気）を行う。 

・交代勤務や感情労働（業務の特徴）に

より通常よりも健康状態を崩しやすいこ

とを啓発する。 

・リエゾンナースなど（自分の職場では

ない、口の固い）相談できるナースがい

ると気が楽になる。（相談窓口がある） 

 

② 腰痛対策の具体的なアイデア 

・人員を増やす。夜勤専従の看護師を増

やす。 

・電子カルテ（ノート PC）の高さが変更

できるようにする。 

・環境整備と個人対応が必要で、これを

組み合わせて運用する展開である。 

・ストレッチが職場の業務である、など

の認識（意識）変革を行う必要がある。 

・朝、夕の申し送りの際にストレッチな

どを行うのが効果的である。 

・毎週定期的な曜日を決めて、レクレー

ションなどの機会を促す。 

・メンタルヘルスの管理職研修は、10 年以

上前から産業医が中心となり、定期的に行

なっている。 

・復職支援プログラムの作成・運用：制定

は平成 20 年 3 月で平成 21 年度から運用し

ている。 

・腰痛対策としては、座面の高さが変わる

電動ベットとスライドボード（パットスラ

イド）を導入した。 

 

企業（事業場）からのニーズを整理し、

職種・業種ごとのガイドラインを開発する

際の項目を整理して、「生産性向上と健康

増進の両立を可能にする1)メンタルヘルス

対策（１次予防）と 2)腰痛対策（腰痛予防）

のガイドライン【案】」が完成した。（添

付資料１） 

 

Ｄ.考察 

 今年度は情報通信業、医療機関（看護職）

についてのインタビュー調査を行い、それ

らの結果と昨年度のものを参考に、「生産

性向上と健康増進の両立を可能にする 1)メ

ンタルヘルス対策（１次予防）と 2)腰痛対

策（腰痛予防）のガイドライン【案】」が

完成した。 

このガイドラインには、現場の生の意見

や要望が数多く反映されている。次年度は

このガイドラインを活用した試行を複数の

事業場にて行い、その際の意見やコメント

などをもとにガイドラインを完成する予定

である。 
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